
別記様式第 5号（第 10条関係） 

令和  年  月  日 

 

 内 灘 町 長 

                                       （申請者） 

住所又は所在地 

（920-0292） 

 内灘町字大学１丁目２番地１ 

                    氏名又は名称及び代表者名 

                    株式会社内灘町 代表取締役内灘 太郎 

                    

 

 

内灘町脱炭素加速化事業補助金実績報告書 

 

 

 令和〇年〇月〇日付け内住民第〇〇号により補助金交付決定の通知があった補助事業

を、下記のとおり実施したので、内灘町脱炭素加速化事業補助金交付要綱第 10条の規定に

より、関係書類を添えて報告します。 

 

 

記 

 

 

１ 補助年度       令和 7年度 

 

２ 補助事業名   内灘町脱炭素加速化事業補助金 

 

３ 補助金申請額   10,000,000円 

 

４ 補助事業の目的 

   太陽光発電設備を設置することにより、自社のエネルギー自給率及び使用効率を向       

  上させることで、地球温暖化の防止し寄与する。 

 

５ 補助事業の内容及び経費の配分（別紙のとおり） 

 

６ 補助事業実施時期    着手    令和 7年 6月 1日 

完了    令和 8年 1月 15日 

 

７ 添付資料  別紙のとおり 

 

日付・番号は交付決定通知書で確認してください。

分からない場合はお問合わせください。 



１．基本情報

（PPA・リースの場合）

２．補助対象設備概要

内灘町字大学１丁目２番地１

令和　7年　7月　7日 令和　7年12月20日

※１　蓄電池の価格／kWh（H）が、家庭用14.1万円／kWh以下、業務用が16.0万円／kWh以下

　　　の場合のみ補助対象となります。

円

(Ｉ)の算出方法

kWh

蓄電池総容量（（D）×（E））

※小数点第２位以下を切り捨てた値を記載すること　（Ｆ）
30.0 kWh

3 台

補助金交付申請額（ア＋イ） 6,100,000 円

（PPA・リースの場合のみ）

サービス料・リース料

補助金控除前のサービス料・リース料単価 単価25/ｋＷｈ 円

補助金控除後のサービス料・リース料単価 単価21/ｋＷｈ 円

補助金充当総額（Ｉ） 6,100,000

補助対象経費

（税抜き）
50,000,000 円

補助金の額…ア

（（C）×50,000円）
4,900,000 円

蓄

電

池

種別 ☑家庭用　　□事業用

SII(一般社団法人環境共創イニシアチブ)認定登録の有無 ☑有　　　　□無

メーカー ▼▼▼▼▼▼ 設置台数（D）

補助対象経費

（税抜き）（Ｇ）
4,000,000 円

価格／kWh（(G)／

(F)）
133,333 円

型式 ・・・・・・・・ 蓄電容量／台（E） 10.02

型式 ▲▲▲▲▲▲▲ 型式 ◆◆◆◆◆◆ 

設置台数 200

太陽光発電設備の最大出力（（A）又は（B）のいずれか低い方）

※小数点以下を切り捨てた値を記載すること　（C）
98 kW

太

陽

光

発

電

設

備

太陽電池モジュール パワーコンディショナー

メーカー ●●●●●

合計出力（A） 100 kW 合計出力（B） 98.5 kW

設置台数 1 台

出力／台 0.5 kW 出力／台 98.50 kW

メーカー ■■■■■

補助事業実績報告書・個票

申

請

者

情

報

会社名 担当者名

担当者

電話番号

担当者

Mail

株式会社内灘町

076-○○○-○○○○

内灘　太郎

○○○＠○○.〇〇.○○

補助金の額･･･イ

(（G）×１／３　（上限2,000,000円、千円未満切捨て）

※ただし、(H)の価格の12万円／kWhの１／３を上限とする)

1,200,000 円

補助対象設備

の設置場所
内灘町

工事期間 着工日 完了日

所有形態
太陽光発電設備 蓄電池

☑自己所有　　□PPA　　□リース ☑自己所有　※PPA・リースは補助対象外

需

要

家

情

報

会社名 担当者名

台

担当者

電話番号

担当者

Mail

水色のセルは原則自動計算、自動計算で矛盾が生じる場合は直接入力

ＰＰＰ/リースの場合、需要家（電気の使用者）の情報を記載

＠単価差額4円×契約期間中の電力使用量1,845,000ｋＷｈ

補助金交付申請額と一致するか確認ください。

忘れずに記載してください。書ききれない場合は別紙で提

出してください。

交付決定通知書に記載の交付決定額を超える金額を支給す

ることはできません。



３．余剰電力の売電の有無

※FIP・FIT制度の認定を取得した場合は補助対象外となります。

４．手続代行者（申請者以外が提出する場合は、必ず記載してください。）

※記載枠が不足する際は、２枚に分けて記載するか、別紙で記載すること

担当者名

担当者

電話番号

担当者

Mail

余剰電力売電の有無 ☑有　　　　□無 売電先 ●●●●電力（株）

手

続

代

行

者

情

報

住所又は

所在地
会社名

代表者名

有の場合、系統連系開始日が分かるもの、需給契約書を添付してください。

手続を代行する場合、代行者の情報を記載



補助事業に要した経費の配分

収支報告書

円

金額

円

6100000

47,900,000

円

54,000,000

50,000,000

4,000,000

54000000円計 計

円

円

円

円

円

自己負担 蓄電池設備

円

円

内訳 金額 内訳

町補助金 太陽光発電設備 円

補助金額（C）

※別紙実績報告書・個票に記載の

補助金交付申請額

その他

（A－C）

収入 支出

6,100,000

47,900,000

円

総事業費

（A＋B）

補助対象経費（A）

※別紙実績報告書・個票に記載の

補助対象経費（税抜き）の合計

補助対象経費以外の経費（B）

54,000,000

54,000,000

0


